
 

貸 借 対 照 表 

平成３０年３月３１日現在 

   

 （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

【 流 動 資 産 】 【   ３２８，６８２】 【 流 動 負 債 】 【  ２，４２４，７１１】 

現 金 及 び 預 金 ２２５，５３０ 一年以内返済長期借入金 １５９，０４４  

材 料 貯 蔵 品 １９ 短 期 借 入 金 １，８２４，３００ 

前 払 費 用 ７，８４７ リ ー ス 債 務 ４２５ 

前 払 利 息 １４ 未 払 金 ４２２，８６９    

未 収 消 費 税 １３，６８４ 未 払 費 用 ２１６ 

立 替 金  １，５２０ 未 払 利 息 １２５ 

未 収 入 金 ７９，８９８ 未 払 法 人 税 等 ２９６ 

未 収 利 息 ７ 預 り 金 ２６６ 

繰 延 税 金 資 産 １５９ 前 受 収 益 １６，７５８ 

  賞 与 引 当 金 ４０９ 

【 固 定 資 産 】 【 ３，５１３，１５０】   

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ ２，９４４，４０９） 【 固 定 負 債 】 【  １，３９０，０９９】 

建物及び付属設備 ２，５４５，３６８ 長 期 借 入 金 ７１２，６８６ 

構 築 物 ６ 預 り 敷 金 ３８８，５６４ 

機 械 装 置 ３０６，００８ 資 産 除 去 債 務 ２８６，４６７ 

工具、器具及び備品 ８３，３３２ 退 職 給 付 費 用 ２，２２２ 

建 設 仮 勘 定 ９，２８８ 繰 延 税 金 負 債 １５９ 

リ ー ス 資 産 ４０５   

（ 無 形 固 定 資 産 ） （       ２９６） 負 債 の 部 合 計 ３，８１４，８１０ 

電 話 加 入 権 ２９６  

（投資その他の資産） （   ５６８，４４５）  

投 資 有 価 証 券 ４ 純 資 産 の 部 

出 資 金 ０ 科 目 金 額 

長 期 貸 付 金 ５５０，０００ 【 株 主 資 本 】 ２７，０２２ 

長期営業外未収入金 ７１４，３７７ 【 資 本 金 】 【    １０，０００】 

貸 倒 引 当 金 △６９６，１４９ 【 資 本 剰 余 金 】 【   １８１，９８３】 

敷 金 ２１２ その他資本剰余金 １８１，９８３ 

  【 剰 余 金 】 【   △１６４，９６１】 

  （その他利益剰余金） （   △１６４，９６１） 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △１６４，９６１ 

  純 資 産 の 部 合 計 ２７，０２２ 

資 産 の 部 合 計 ３，８４１，８３３ 負債・純資産の部合計 ３，８４１，８３３ 



 

損 益 計 算 書 

自平成２９年４月１日 至平成３０年３月３１日 

 

 （単位：千円） 

科 目 金 額 

    

【 売 上 高 】   ６９０，５７３ 

    

【 売 上 原 価 】   ７３２，５８０ 

    

 売 上 総 損 失  ４２，００７ 

    

【販売費及び一般管理費】   ４５，４４９ 

    

 営 業 損 失  ８７，４５６ 

    

【 営 業 外 収 益 】    

受 取 利 息  ２，５２９  

そ の 他  ２，９３４ ５，４６３ 

    

【 営 業 外 費 用 】    

支 払 利 息  ２０，７０３  

保 証 料  １，４１５ ２２，１１９ 

    

 経 常 損 失  １０４，１１２ 

    

    

【 特 別 損 失 】    

固 定 資 産 除 却 損  ３，４１１ ３，４１１ 

    

 税 引 前 当 期 純 損 失   １０７，５２４ 

    

【法人税・住民税及び事業税】    

法人税・住民税及び事業税    ２９６ 

 

当 期 純 損 失  １０７，８２０ 



 

株主資本等変動計算書 

自平成２９年４月１日 至平成３０年３月３１日 

   （単位：千円） 

 

株 主 資 本 

純資産合計 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
その他 

資本剰余金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 

繰越利益剰余金 

前 期 末 残 高 １０，０００ １８１，９８３ △５７，１４０ △５７，１４０ １３４，８４２ １３４，８４２ 

当期の変動 額 － － － － － － 

当期純利益 － － △１０７，８２０ △１０７，８２０ △１０７，８２０ △１０７，８２０ 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

－ － － － － － 

当期の変動額合計 － － △１０７，８２０ △１０７，８２０ △１０７，８２０ △１０７，８２０ 

当 期 末 残 高 １０，０００ １８１，９８３ △１６４，９６１ △１６４，９６１ ２７，０２２ ２７，０２２ 

 

 



 

個 別 注 記 表 

１. この計算書類は、｢中小企業の会計に関する指針｣によって作成しております。 

２. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券     関連会社株式・・・・・・移動平均法による原価法 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く）・・・・・・定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物及び付属設備   ３年～３９年 

構築物           １５年 

機械及び装置     ８年～１０年 

工具、器具及び備品  ３年～１０年 

② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金・・・・・・一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不可能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金・・・・・・従業員に対して支給する賞与の支払にあてるため、将来支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を計上しておりす。 

（４） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法・・・・リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の      

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

② 消費税等の会計処理・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

３. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式数   普通株式 ７２，０００株 

 

４. その他の注記 

記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 


